
仕入控除税額に係るフローチャート《公益法人等版》

このフローチャートの適用になる事業者は次のとおりです。

返還金は０円ですが、報告は必要です。

・消費税の確定申告は、会計年度が終了した翌日から２か月以内に行う

・申告義務の有無については税理士、税務署等にご相談ください

《添付書類》

なし

返還金は０円ですが、報告は必要です。

・申告書第3-(3)号様式（又は第27-(2)号様式）を使用して申告している 《添付書類》

・申告書第3-(3)号様式（又は第27-(2)号様式）の写し

返還金は０円ですが、報告は必要です。

・特定収入とは、補助金、負担金、会費等対価性のない収入のことです。

・特定収入割合＝特定収入の合計額／資産の譲渡等の対価の額の合計額＋特定収入の合計額
《添付書類》

・申告書第3-(1)号様式（又は第27-(1)号様式）の写し

・特定収入割合の計算過程が分かる書類（任意様式）

返還を要する場合があります。報告が必要です。

・申告書第一表の「参考事項」欄の「控除税額の計算方法」を参照 《添付書類》

・申告書第3-(1)号様式（又は第27-(1)号様式）の写し

・課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（付表2-3（又は付表2-1又は付表2））

の写し

返還金は０円ですが、報告は必要です。

《添付書類》

・申告書第3-(1)号様式（又は第27-(1)号様式）の写し

・課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（付表2-3（又は付表2-1又は付表2））

の写し

返還を要する場合があります。報告が必要です。

《添付書類》

・申告書第3-(1)号様式（又は第27-(1)号様式）の写し

・課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（付表2-3（又は付表2-1又は付表2））

の写し

4

4．控除税額の計算方法は個別対応方式である

5．補助金を充てた経費は、消費税非課税の売上にのみ要するものとして申告している

・国または地方公共団体の特別会計

・消費税別表第三に掲げる法人

　例：（一般・公益）社団法人、（一般・公益）財団法人、学校法人、国民健康保険組合、国立大学法人、社会福祉法人、独立行政法人、日本赤十字社、社会医療法人（通常の医療法人は対象外）

・人格のない社団等

３．特定収入割合が５％を超える

１．消費税の確定申告義務がある

２．簡易課税方式で確定申告をしている は い
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